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１ 立地適正化計画の概要 

１）立地適正化計画策定の背景 

多くの地方都市では、これまで人口増加を背景として郊外開発が進み、市街地が拡大してきまし

た。しかし、今後は急速な人口減少が見込まれており、拡大した市街地のままで人口が減少した場

合、一定の人口集積に支えられてきた医療・福祉・子育て支援・商業などの生活サービスの提供が

将来困難になりかねない状況にあります。さらに、市街地の拡大にあわせて整備してきた道路、下

水道などの社会資本の老朽化が進行してきており、厳しい財政制約の下で、老朽化への対応もあわ

せて求められています。 

今後の都市づくりには持続可能な都市構造への転換が求められており、市民が医療・福祉・子育

て支援・商業などの生活サービスを円滑に享受できるよう、将来にわたって、高齢者、障がい者等

でも移動しやすく健康・快適な生活を確保すること、子育て世代などの若年層にも魅力的なまちに

すること、財政面・経済面で効率的な都市経営を可能とすること、低炭素型の都市構造を実現する

こと、さらには災害に強いまちづくりの推進などが求められています。 

このためには、都市全体の構造を見渡しながら、市民の生活を支えるコンパクトなまちづくりと、

これと連携した公共交通のネットワークを形成（多極ネットワーク型コンパクトシティ化）するこ

とが重要です。このような背景を踏まえ、平成２６年８月に都市再生特別措置法等の一部を改正す

る法律が施行され、市町村は、閣議決定された都市再生基本方針に基づき、住宅及び都市機能増進

施設（医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な施

設であって、都市機能の増進に著しく寄与するもの）の立地の適正化を図るため、「立地適正化計

画」（以下、本計画という）を作成することができることになりました。（都再法第８１条第１項） 

本市はこれまで、人口増加や市街地の拡大にあわせて、公共施設の建築やインフラ整備を推進し

てきました。しかし、将来的には人口減少・高齢化の進展が見込まれており、熊本型のコンパクト

シティの形成が必要です。 

現在本市では、高次な都市機能が集積する中心市街地を市域及び都市圏全体の拠点とし、周辺で

は行政・商業など地域の生活サービス機能が充実した 15 箇所の地域拠点を核とした複数の地域生

活圏の形成を図り、それら中心市街地と 15 箇所の地域拠点を利便性の高い公共交通で結ぶことに

より、持続可能で誰もが移動しやすく暮らしやすい「多核連携都市」を目指しているところです。

これまで総合計画(H21.3 策定、H26.3 中間見直し)や、都市マスタープラン(全体構想：H21.3、地

域別構想：H26.3)など、市の根幹的な主要計画でその方向性を位置づけています。 

本計画は、目指すべき都市構造として、一定のエリアに日常生活サービスを維持集積するととも

に、その周辺や公共交通沿線等に居住を促進し人口密度を維持することにより、人口減少の中でも

日常生活サービスや地域コミュニティなどを持続的に確保していくことを基本的な考え方として

います。この考え方は、熊本市の目指す多核連携都市と方向性が同じであるため、持続可能な都市

を実現するため、本計画の策定に向けて取り組みます。  
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２）都市づくりの基本方針 

本市では都市マスタープランにおいて、人口減少・高齢化の進展が見込まれる中でも、長期的に

都市活力を維持するため、コンパクトで持続可能な都市づくりに向けて、誰もが移動しやすく暮ら

しやすい都市づくりを目指し、「多核連携都市」を都市構造の将来像として掲げています。 

本市における都市づくりの基本方針は、この多核連携型の都市づくりであり、その基本的な方向

性については、都市マスタープランで次頁以降のとおり示されているところです。 

本計画は、本市が目指す多核連携都市の実現のために策定するものであることから、都市づくり

の基本方針は、都市マスタープランに準じて「多核連携都市」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市機能誘導区域 

生活サービスを誘導する
エリアと当該エリアに誘
導する施設を設定 

◆都市機能（福祉・医療・商
業等）の立地促進 

◆歩いて暮らせるまちづくり 

◆区域外の都市機能立地の緩
やかなコントロール 

居住誘導区域 

居住を誘導し人口密度を
維持するエリアを設定 

◆区域内における居住環境
の向上 

◆区域外の居住の緩やかな
コントロール 

◆区域外の住宅等跡地の
管理・活用 

公共交通 維持・充実を図る公共交通網を設定 ◆公共交通を軸とするまちづくり 

図 立地適正化計画の構成イメージ 

http://1.bp.blogspot.com/-7fpj8rbIkYw/UUhhhdZPRWI/AAAAAAAAO74/BnpLP-WFwT4/s1600/train_red.png
http://1.bp.blogspot.com/-h-jqRxRWp7o/UO6j15wYUUI/AAAAAAAAKmo/KN0WAhYNlDs/s1600/youchien_schoolbus.png
http://4.bp.blogspot.com/-YX1fcwkofmw/UOoiae5WAdI/AAAAAAAAKYc/lZJv6WbGooo/s1600/car_mogura_36.png
http://3.bp.blogspot.com/-B7oe4x6llFw/UUFxol28B7I/AAAAAAAAOyM/UD4uONn35NE/s1600/car_taxi.png
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【第２次熊本市都市マスタープラン抜粋】 

「第 2次熊本市都市マスタープラン」における都市づくりの基本理念、将来像等は、以下のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 都市づくりの基本理念 

本市は、これまで形成された都市基盤や経済活動等を支える都市機能の集積を活かし、今

後さらに東アジアなど海外へも目を向けた広域交流拠点都市として発展していきます。 

そして、熊本城や地下水などに代表される、歴史・文化、豊かな自然の中で、個性を活か

したまとまりのある地域づくりを進め、将来的にも心豊かに暮らせる都市をめざします。 

 将来像 

「豊かな水と緑、多様な都市サービスが支える活力ある多核連携都市」 

～ 恵まれた自然や歴史・文化と機能性の高い都市空間が調和し、 

生活圏が連携することで、誰もが輝く都市をつくる ～ 

資料）第 2次熊本市都市マスタープラン 
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NO 地域拠点 NO 地域拠点 

1 北区役所周辺地区 9 平成・南熊本駅周辺地区 

2 北部総合出張所周辺地区 10 島町・上ノ郷地区 

3 楠・武蔵ヶ丘周辺地区 11 南区役所周辺地区 

4 堀川・亀井駅周辺地区 12 城南総合出張所周辺地区 

5 子飼地区 13 川尻地区 

6 長嶺地区 14 城山地区 

7 水前寺・九品寺地区 15 上熊本地区 

8 健軍地区   

 都市の全体構想 

熊本城周辺から熊本駅に至る高次な都市機能が集積した中心市街地を中心に、鉄道及び軌道、放射環状の幹線

道路網を都市の骨格軸とし、それら骨格軸上にある商業・行政サービスなど生活の利便機能が集積した地域拠点

と中心市街地が有機的に連携した都市の構成をめざします。 

それら拠点を中心に、商業、業務、居住などの諸機能が段階的に立地し、その外側にゆとりある住宅地、そし

て農地や自然的環境とが広がるような秩序ある都市構造の実現をめざします。 

中心市街地や地域拠点などから諸機能が段階的に立地する秩序ある市街地の構成をめざす 

資料）第 2次熊本市都市マスタープラン 
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※熊本市が目指す多核連携都市づくりについて 

第 2 次熊本市都市マスタープラン地域別構想 P17～30 より抜粋 

第 2 次熊本市都市マスタープラン地域別構想では、「多核連携都市」を実現するため、下記に示

す 2つの具体化に向けた方針を示している。 

 

 

 

 

併せて、公共交通の機能強化や利便性向上など、公共交通ネットワークの充実についても積極的

に取り組む事としている。 

 

 

 

 

【熊本市が目指す多核連携都市づくりの全体像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○公共交通の利便性が高い地域への居住機能誘導 

○中心市街地や地域拠点への都市機能集積 

○公共交通ネットワークの充実 

■都市の全体構成 

中心市街地や地域拠点などから諸機能が段階的に立地する秩序ある市街地の構成をめざす 

（1）都市の領域構成 

自然や農業生産基盤と市街地が調和し、機能的な

交通軸が適正に配置された都市の領域をめざす 

（2）都市の骨格構成（交通軸） 

鉄軌道と放射環状のバス路線・幹線道路網による

体系的な交通軸の確立をめざす 

（3）都市の骨格構成（水と緑の軸） 

恵まれた自然を活かし、体系的な水と緑の骨格の

保全・確立をめざす 

（4）都市の機能配置（中心市街地と地域拠点） 

中心市街地と地域拠点における都市機能の維持・

更新と新たな集積をめざす 

【将来像】 

『豊かな水と緑、多様な都市サービスが支える活力ある多核連携都市』 
～恵まれた自然や歴史・文化と機能性の高い都市空間が調和し、 

生活圏が連携することで、誰もが輝く都市をつくる～ 

〔全体構想〕 
〔地域別構想〕 

 

○公共交通の利便性が高い

地域への居住機能誘導 

○中心市街地や地域拠点へ

の都市機能集積 

○公共交通ネットワークの

充実 

資料）第 2次熊本市都市マスタープラン 
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※生活拠点は位置を示すものではなく、地域生活圏内にある生活拠点と地域拠点の関わり方を示すもの 

▲ 熊本市が目指す多核連携都市づくりのイメージ 

 資料）第 2次熊本市都市マスタープラン 
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※中心市街地 

中心市街地は、熊本城や市役所周辺から熊本駅に至る約 415ha です。（２期熊本市中心市

街地活性化基本計画（熊本地区）にて示される位置及び区域） 

 

※地域拠点 

地域拠点は、地域生活圏において核となる地区（エリア）であり、その位置は全体構想で

15箇所設定されています。地域別構想では概ねの区域を示します。 

 

※生活拠点 

生活拠点は、市民が自ら地域コミュニティの活動を醸成する場であり、その圏域は家族構成

やライフスタイルなど、各個人に応じて異なるとともに、数多くの地区が該当すると考えられ

るため、本構想では示しません。今後、行政や市民等が一体となって生活拠点の形成に努めて

いく必要があります。 

 

※地域生活圏 

地域生活圏は、１つの地域拠点が受け持つ生活圏域で、その圏域は都市的用地から自然的用

地まで大きな拡がりを持っており、複数の地域拠点を利用するような、地域生活圏が重なる地

域も想定されます。 

 

《各拠点における機能について》 

 

○居住機能 

 中心市街地 地域拠点 生活拠点 

居住機能 

これまでに集積した都市機

能を活かし、商業・業務機

能等と共存した、機能性の

高いまちなか居住を促進す

るエリア 

建物の共同化等による居住

環境の改善など、各種都市

機能と調和した居住機能の

集積を促進するエリア 

既存集落や地域コミュニテ

ィの維持・活性化により、

市民が主体となった居住を

促進する場 

 

○都市機能 

 中心市街地 地域拠点 生活拠点 

都市機能 

商業、業務、芸術文化、交

流など熊本市及び熊本都市

圏の社会経済活動の発展を

牽引する高度な都市機能が

集積するエリア 

商業や行政サービス、医療、

福祉、教育など地域での暮

らしに必要な都市機能が集

積するエリア 

個人商店や NPO 法人の活

動拠点、公民館、小中学校

など、市民等が主体となり

地域に密着したサービス活

動を行う場 

 資料）第 2次熊本市都市マスタープラン 
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《居住機能誘導について》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《都市機能誘導について》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

市民が居住地を選択できる環境を提供しながら、長期的には居住の集積メリットが高い、中心

市街地や地域拠点及び公共交通軸沿線へ居住促進を図ることが必要です。 

公共交通軸

商業
機能

医療
機能

生活拠点
生活拠点

生活拠点

商店

学校
住宅

住宅

住宅

公民館

地域拠点

公共
機能

地域拠点間のアクセス交通
（公共交通等）

地域生活圏

生活
拠点

地域拠点

生活
拠点

（駅・バス停等）

地域生活圏

地域生活圏

自転車・公共交通・自動車等

金融
機能

バス停等

徒歩・自転車等

多核連携都市づくりに
おける居住促進エリア

学校
診療所等

業
務
機
能

中心市街地

地域拠点

公
共
機
能

商
業
機
能

業
務
機
能

芸
術
機
能

交
流
機
能

医
療
機
能

公共交通機能
（ターミナル）

金
融
機
能

生活
拠点

公共交通
機能

公共交通軸

商業
機能
商業
機能

医療
機能

生活拠点
生活拠点

生活拠点

商店

学校
住宅

住宅

住宅

公民館

地域拠点

公共
機能

地域拠点間のアクセス交通
（公共交通等）

地域生活圏

生活
拠点

地域拠点

生活
拠点

（駅・バス停等）

地域生活圏

地域生活圏

自転車・公共交通・自動車等

金融
機能

バス停等

徒歩・自転車等

多核連携都市づくりに
おける居住促進エリア

学校
診療所等

業
務
機
能

業
務
機
能

中心市街地

地域拠点

公
共
機
能

公
共
機
能

商
業
機
能

業
務
機
能

業
務
機
能

芸
術
機
能

芸
術
機
能

交
流
機
能

交
流
機
能

医
療
機
能

医
療
機
能

公共交通機能
（ターミナル）
公共交通機能
（ターミナル）

金
融
機
能

金
融
機
能

生活
拠点

公共交通
機能

公共交通
機能

 

生活利便性の高い多核連携都市を形成するため、中心市街地や地域拠点に都市機能の集積を図

ることが必要です。 

公共交通軸

商業
機能

医療
機能

生活拠点
生活拠点

生活拠点

商店

学校
住宅

住宅

診療所等

住宅

公民館

地域拠点

公共
機能

地域拠点間のアクセス交通
（公共交通等）

地域生活圏

生活
拠点

生活
拠点

地域生活圏

地域生活圏

自転車・公共交通・自動車等

金融
機能

バス停等

徒歩・自転車等

学校

中心市街地

公
共
機
能

芸
術
機
能

医
療
機
能

公共交通機能
（ターミナル）

金
融
機
能

業
務
機
能

業
務
機
能

地域拠点

交
流
機
能

商
業
機
能

地域拠点 生活
拠点

公共交通
機能 （駅・バス停等）

公共交通軸

商業
機能
商業
機能

医療
機能

生活拠点
生活拠点

生活拠点

商店

学校
住宅

住宅

診療所等

住宅

公民館

地域拠点

公共
機能

地域拠点間のアクセス交通
（公共交通等）

地域生活圏

生活
拠点

生活
拠点

地域生活圏

地域生活圏

自転車・公共交通・自動車等

金融
機能

バス停等

徒歩・自転車等

学校

中心市街地

公
共
機
能

公
共
機
能

芸
術
機
能

芸
術
機
能

医
療
機
能

医
療
機
能

公共交通機能
（ターミナル）
公共交通機能
（ターミナル）

金
融
機
能

金
融
機
能

業
務
機
能

業
務
機
能

業
務
機
能

業
務
機
能

地域拠点

交
流
機
能

交
流
機
能

商
業
機
能

地域拠点 生活
拠点

公共交通
機能

公共交通
機能 （駅・バス停等）

資料）第 2次熊本市都市マスタープラン 
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《多核連携都市づくりに向けた方針》 

（1）居住機能誘導に向けた方針 

居住促進エリアへ居住を促進するため、エリア内居住への支援施策やバス路線網の再編・

乗継ポイントの整備による公共交通のサービス水準の更なる向上等に積極的に取組むとと

もに、歩行空間や自転車走行空間、その他公共空地の整備に努め、子供から子育て世代、高

齢者といった幅広い世代が居心地の良い空間を創出します。 

 

 

 

 

 

（2）都市機能集積に向けた方針 

中心市街地や地域拠点への都市機能の集積を促進するとともに、誰もが歩いて回遊したく

なる拠点形成を促進します。 

 

 

 

 

 

 

これらの施策を実施する際には、地域の特性や都市計画における規制の趣旨などを十分に

踏まえつつ、既存施設や周辺の自然環境にも見合った適切な施策となるよう十分配慮します。 

また、高齢者等への福祉施設や子育て世代に必要な保育施設、医療施設、その他、図書館・

体育施設・公園・コミュニティセンターなど、幅広い世代が必要とする様々な都市機能の地

域拠点内誘導に積極的に取り組みます。 

 

地域拠点や生活拠点を含む既存の住宅地においては、民間事業者やＮＰＯ法人等による、

地域コミュニティ活性化ビジネスとして、例えば、空き地や空き家の利活用事業などを積極

的に促進し、良好な居住環境の維持に努めます。 

なお、コンパクトな都市形成を進める一方で、既存の公共交通の利用ができない、もしく

は不便である地域には、地域住民と連携してデマンド方式で運行するコミュニティ交通導入

の検討や、民間事業者による移動販売などを促し、日常生活サービス水準の維持活性化に努

めます。 

  

・居住促進エリアへ居住機能を誘導するため、エリア内居住の促進や良好な市街地の形

成等に取り組みます。 

・居住促進エリアにおける円滑な移動手段を維持活性化するため、公共交通サービス水

準の維持・向上に取り組みます。 

・各地域拠点の特性、個性を活かしながら、都市機能（公共・商業・金融・医療）の集

積を図り、地域拠点に行けば暮らしに必要なサービスが享受できる核となるエリアを

作ります。 

・各地域拠点が受け持つ地域生活圏内の多くの人が利用する中心的な役割を持つバス

停・電停・駅の機能向上を図ります。 

資料）第 2次熊本市都市マスタープラン 
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３）熊本市における立地適正化計画 

本市でも全国の多くの都市同様、人口が減少見込みであり、また少子高齢化も進展見込みです。

このことについては、多くの市民に認知していただいており、このまま人口減少・超高齢社会が進

展すると、「税収の減少や社会保障費の増加による市民への行政サービス（道路や公園の維持管理

やごみ回収回数など）の低下」、「利用者の減少によるバス路線等の削減によって子どもや高齢者な

ど自家用車を利用できない人の移動が不便になる」ことなどに対し、多くの市民が懸念を抱いてい

るところです。 

 （市政アンケート結果 N=2,068） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民にとっての「暮らしやすさ」とは、「日

常生活サービス（スーパーや病院）が充実して

いる」ことや、「公共交通の利便性が高い」こ

とが重要であり、実際多くの市民はそういった

地域に住みたいと感じていることが分かりま

した。その他、地域コミュニティの充実や安心

して暮らせる環境、豊かな自然環境や都市基盤

の充実も必要です。 

 

 

 

 

 

 

  

問．熊本市の人口が将来減少見込みであるこ
と、また少子高齢化が進展見込みである
ことを知っていましたか。 

問．人口減少・超高齢社会が進展すると、具
体的にどういった問題が生じると思いま
すか。 

Ａ 知って

いた
59.5%

Ｂ 概ね

知っていた
27.9%

Ｃ 知らな

かった
11.9%

無回答
0.6% 35.9%

40.5%

65.7%

43.4%

68.6%

0.3%

2.0%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ 中心市街地や駅前等が衰退し、熊

本市の魅力・活力が衰退する

Ｂ 利用者の減少により、近くのスー

パーや診療所などが減る（無くなる）

Ｃ 利用者の減少により、バス路線等

が削減され、子供や高齢者など自家用

車を利用できない人の移動が不便にな

る

Ｄ 空き地や空き家の増加や地域コミュ

ニティが衰退することにより、生活環境が

悪化する

Ｅ 税収の減少・社会保障費の増加に

より、市民への行政サービス（道路・公園

の維持管理やごみ収集回数など）が低

下する

F 問題は生じない

G その他

約9割が少子高齢化
の進展を認知 

問．あなたは、どのような地域に住みたいで
すか。 

（市政アンケート結果 N=2,068） 

74.7%

47.2%

5.2%

22.1%

18.8%

16.1%

0.8%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ 日常生活サービス施設

（スーパーや病院など）が充

実している地域

Ｂ 公共交通の利便性が高

い地域

Ｃ 地域コミュニティ活動が

活発な地域

Ｄ 災害時等の対応が明確

で安心して暮らせる地域

Ｅ 緑や水辺に囲まれた自

然環境豊かな地域

Ｆ 道路や公園などの都市

基盤が充実した地域

Ｇ その他
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本市の現状は、商業施設、医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設、金融施設、公共交通な

どの日常生活サービスは比較的利用しやすく、身近に手に届く環境にあります。更に、豊かな自然

環境と農業・漁業生産環境に恵まれているとともに、上下水道の全てを地下水でまかなうという暮

らしやすい都市であると言えます。実際に市民の多くは、現在住んでいる地域は「暮らしやすい」

と感じていることが分かりました。 

（各種施設の人口カバー率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（熊本市の豊かな自然環境と農業・漁業生産環境） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77.0%

92.7% 93.0%
88.5% 86.5%

82.5%

19.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

商業施設 医療施設 高齢者福祉施設 子育て支援施設 金融施設 公共交通 （参考：区役所･総合

出張所･出張所）

全市計(人口カバー率)

北部
坪井川流域の水
田地帯で稲作が、
丘陵地において、
すいか、メロンな
どの施設野菜の
栽培

すいか

東部
畜産、すいか、メロ
ンなどの施設野菜、
路地野菜栽培

畜産（酪農）

北西部
金峰山山麓に位置
する樹園地におい
て、みかん、梨など
の果樹栽培

温州みかん

南西部
稲作を中心として、なす・
メロン等の施設野菜生産

稲作

南部
米、麦を中心に土地利用
型農業

南東部
米、麦を中心とした土地
利用型農業と花きやセリ
などの園芸作物

カラー

※商業施設：生鮮食品を取り扱う 1,000 ㎡以上の店舗を対象に施設から半径 800m 圏域の人口を算出 

 医療施設：病院・診療所等を対象に施設から半径 800m 圏域の人口を算出 

 高齢者福祉施設：通所介護事業所・小規模多機能介護事業所を対象に半径 800m 圏域の高齢者(65 歳以上)人口で

算出 

 子育て支援施設：保育所・幼稚園を対象に半径 800m 圏域の未就学の乳幼児(0～5 歳)人口で算出 

 金融施設：銀行・信用金庫・郵便局を対象に半径 800m 圏域の人口を算出 

 公共交通：駅・電停半径 500m、全てのバス停半径 300m 圏域の人口を算出 

 （参考：区役所・総合出張所・出張所：区役所・総合出張所・出張所を対象に半径 800m 圏域の人口を算出） 
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（市民懇話会結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更に本市は、九州の中央に位置し、近隣市町村を含めた都市圏人口は 100 万人を超えており、

熊本都市圏を構成する市町村等と相互に補完協力することで、熊本都市圏全体の発展を牽引する県

都としての役割を担っています。そこで、公共交通網のあり方等については市域の枠を超えて検討

を図るとともに、中心市街地については広域からの利用を考慮した高次な都市機能の集積が必要で

す。 

本市は、地方創生を考える上で人口流出を抑制するダム効果を発揮することも必要であり、そこ

ためにも、人口減少や超高齢社会においても日常生活が不便とならないよう、現在の暮らしやすい

都市を将来にわたって維持するため「多核連携都市」の実現に向けて本計画を策定します。 

  

問．現在住んでいる地域は暮らしやすいですか。 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

① 暮らしやすい ② 暮らしにくい

89.1

10.9

市全体

約 9 割が「暮らしやすい」
と回答 
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（１）立地適正化計画の目的 

 

 

 

 

（２）多核連携都市の実現にて見込まれる効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）熊本市における多核連携都市に向けた対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 地域拠点等に生活サービスを維持・集積するとともに、その周辺や公共交通沿

線に居住を促進するといった、公共交通と一体となったまちづくりにより、生

活サービスの持続性が向上し、日常生活の利便性が確保される。 

 日常生活に必要なサービスが住まいの身近に存在する、高齢者が歩いて暮らせ

る都市構造が形成されることで、元気高齢者が増え、社会保障費の抑制、地域

コミュニティの維持・活性化等に繋がる。 

 暮らしやすい都市環境が形成されることで、都市としての魅力が向上し、企業

誘致が促進され、雇用の場が創出される。 

 中心市街地における都市機能の維持集積などにより、熊本ならではの都市の魅

力が向上することで、交流人口の増加に繋がる。 

 都市経営の効率化（公共施設等の統廃合・超寿命化など）により、行政サービ

ス水準が一定程度確保される。 

多極型 

 中心市街地と１５箇所の地域拠点に都市機能を維持集積する 

 日常生活サービスを地域拠点等に維持することで、その拠点を生活圏とする郊

外部も含め、市民の生活利便性の確保を図る 

全ての人口の集約を図るものではない 

 本市の魅力の一つである、自然環境や農業・漁業生産環境の保全に努めるとと

もに、周辺環境と共存する既存集落の地域コミュニティの維持・活性化を図る 

誘導による集約 

 強制的な集約ではなく、地域拠点や利便性の高い公共交通沿線等の区域におい

て、良好な居住環境を提供することにより、居住の促進を図る 

※その他 

 関係団体等との連携を図り、女性が働きやすく安心して子育てできる環境づく

りや、地域コミュニティ活動の促進等に取り組む 

 熊本市の現在の暮らしやすさや魅力を、人口減少・超高齢社会においても 

維持する 

 熊本都市圏の発展を牽引するため長期的に都市活力を維持する 
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４）立地適正化計画の特徴 

（１）これまでに無い都市全体を見渡したマスタープラン 

◇ 都市を構成する一部の機能だけではなく、居住、医療・福祉・商業等の日常生活サービス

施設、公共交通など様々な機能を見渡して検討します。 

 

（２）都市計画と誘導策の融合 

◇ 従来からの都市計画法に基づく土地利用規制に加えて、都市機能誘導区域に誘導したい施

設（誘導施設）を設定し積極的な誘導を図ります。 

◇ 都市機能誘導区域外における誘導施設の立地は、届出等による緩やかなコントロールを行

います。 

◇ 誘導施設の整備に対する財政上の支援、民都機構による金融上の支援、公的不動産を有効

活用する場合の支援、誘導施設の移転に係る税制上の支援など、立地適正化計画の策定を

前提とする各種支援策について、積極的な活用を図ります。 

 

（３）市町村の主体性と都道府県の広域調整 

◇ 熊本都市圏は熊本市域のみで完結するものでなく、市街地の拡がりや公共交通等の繋がり

は近隣市町村との関連性が高いことから、拠点間を結ぶ基幹公共交通軸や、拠点の相互連

携など、近隣市町村とも広域的な連携を図る必要があります。 

 

（４）市街地空洞化防止のための新たな選択肢 

◇ 市街化区域内に居住誘導区域を設定す

ることで、居住誘導区域内に居住誘導

を進めるとともに空き地・空き家の重

点対策などを図り、人口密度を維持す

る区域とします。 

 

（５）まちづくりと公共交通の一体化 

◇「多核連携都市」を推進するためには、居住誘導区域内に居住する人々が円滑に都市機能を

利用できるよう、交通事業者と連携して地域公共交通を一体的に整備する必要があります。 

 

（６）時間軸をもった動的な計画 

◇ 都市機能の集積や人口密度の維持については、長期間かけて施策を展開していく必要があ

り、適切な進捗管理及び評価を行いつつ、必要な施策を随時検討していきます。 

◇ 概ね５年毎に（本市では総合計画見直しとあわせて）施策・事業の実施状況について調査、

分析、評価を行い、本計画の進捗状況や妥当性を精査、検討します。 

◇ 都市計画の見直し（用途地域の変更、市街化調整区域への編入など）や公共交通の再編に

（空き家・空き地対策） 
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あわせて居住誘導区域の見直しを行うなど、動的な計画として柔軟な対応を行います。 

 

（７）公的不動産の連携 

◇ 市町村では、厳しい財政環境や公共施設の老朽化等を背景として、公的不動産の見直しを

推進しており、本計画の作成を契機として、コンパクトシティと整合を図りながら、将来

のまちのあり方を見据えた公共施設の再編・再配置を検討します。 

◇ 既存ストックの活用や集客力の向上等の観点から、不要となった学校跡地等の公的不動産

の活用や公共施設との合築により民間機能の誘導を図ります。 

 

（８）策定による国からの支援措置等 

◇ 本計画を策定することで、必要な都市機能を誘導するための助成制度を受けることが可能

となります。 

◇ 助成制度は、「都市再構築戦略事業（交付金）」「都市機能立地支援事業（民間補助）」等が

あり、国からの交付金等の拡充や、民間事業者に対する直接的な支援など、誘導施設を積

極的に誘導する支援措置が活用できます。 
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５）立地適正化計画に定める内容 

本計画には、以下の内容を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１）立地適正化計画の区域 

２）立地適正化計画の計画期間 

３）都市機能誘導区域 

４）誘導施設（都市機能誘導区域に誘導すべき施設） 

５）居住誘導区域 

６）誘導するための具体的施策 

７）目標値の設定 

８）施策達成状況に関する評価方法 
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６）立地適正化計画と関連する他計画 

本計画は、都市全体の観点から、居住機能や医療・福祉等の都市機能の立地、公共交通の充実等

に関する包括的なマスタープランとして策定する計画です。総合計画や都市計画区域マスタープラ

ンといった上位計画に即して策定された「第 2 次熊本市都市マスタープラン」に示されている都

市づくりの基本理念や都市構造の将来像を準拠しつつ、策定します。更に、国が推奨する多極ネッ

トワーク型コンパクトシティを形成するためには、公共交通分野との連携が必須であるとともに、

商業施策、住宅施策、医療・福祉施策、農業施策など多様な分野の計画と連携する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２次熊本市都市マスタープラン 

※熊本市の都市計画に関する基本的な方針を示したもの 

熊本市立地適正化計画 

熊本都市計画 都市計画区域の 
整備、開発及び保全の方針 

（熊本都市計画区域マスタープラン）〔熊本県〕 

熊本市総合計画 
〔熊本市〕 

 

《医療・福祉分野》 

くまもと医療都市2012、地域福祉計画、
くまもとはつらつプラン 等 

整
合 

連
携 

《環境分野》 

熊本市環境総合計画 
熊本市緑の基本計画 等 

《財政分野》 

公共施設等総合管理計画（公的不
動産に関する計画） 等 

《公共交通分野》 

熊本都市圏都市交通マ
スタープラン、地域公
共交通網形成計画 等 

《中心市街地活性化分野》 

中心市街地活性化基本計画 等 

《住宅政策分野》 

住生活基本計画 等 

《農林水産分野》 

農業振興地域整備計画、 
森林整備計画 等 

《子育て分野》 

熊本市子ども輝き 
未来プラン 等 
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２ 立地適正化計画の区域 

本計画の区域は都市再生特別措置法第８１

条第１項に基づき、熊本市内の都市計画区域と

します。ただし、都市全体を見渡す観点から、

都市計画区域外も分析・評価の対象とし、都市

計画区域外への施策展開も視野に入れるもの

とします。 

 

 

 

３ 立地適正化計画の計画期間 

本計画の期間は、本市の都市計画に関する基本的な方針を定めた「第２次熊本市都市マスタープ

ラン」の目標年次である、平成 37 年（2025 年）とします。ただし、都市構造の将来像である「多

核連携都市」の実現には、非常に長期的なスパンを要するため、目標年次を超えた将来見通しにお

おける分析等を行います。 

 

 

※将来推計人口について 

本市では、まち・ひと・しごと創生総合戦略とあわせて人口ビジョンが策定されており、将来の

人口推計が示されています。（策定中）人口ビジョンは、平成 62（2050）年を対象期間としてお

り、本市が分野横断的施策を戦略的に展開した場合の将来推計人口と、趨勢のまま推移した場合の

将来推計人口が示されています。 

本市が目指す将来人口は、平成 62（2050）年で約○万人を目指しており、この目標の実現に向

けて各種施策を戦略的に展開していく予定です。 

本計画は、人口減少・超高齢社会に対応したまちづくりを行うための計画であり、例え人口が大

きく減少しても暮らしやすい都市を維持することが目的であることを踏まえ、将来人口推計は、人

口ビジョンにおける趨勢のまま推移した場合の将来推計人口を用いることとします。なお、人口ビ

ジョンについては、新たな国勢調査が行われる時点（5 年毎）で更新を予定しており、本計画の見

直しでは、その時点の最新の人口ビジョンを用いることとします。 

 

 

 

 

  

熊本都市計画区域 

熊本市域 
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４ 本市を取り巻く現状把握等 

１）各種基礎的データの収集と都市の現状把握 

 ①人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○熊本市においては、高度経済成長期を通じて着実に人口が増加してきました。 

○14歳未満の人口をみると、この10年で比較的地価の安い市街地縁辺部で増加しており、まちな

かほど減少傾向にあります。 

○また、熊本市では昭和50年以降、人口増加とともに、人口集中地区のエリアが拡大して人口密度

が低下しました。 

58
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71 72 73 73

40
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50

55

60

65

70

75

80

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

(万人)

図 熊本市の人口の推移 
資料）国勢調査 

人口が大幅に増加 
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面積(㎢) 人口密度(人/ha)

図 熊本市の人口集中地区の面積と人口密度の変化 
資料）国勢調査 

昭和50年以降、人口増加にあわせ、 
人口集中地区のエリアが拡大 
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図 メッシュ別の 14歳未満人口及び 14歳未満人口の変化 
資料）国勢調査 

H22 14歳未満人口 

H22 65歳以上人口 
H22-H12  
65歳以上人口の差 

H22-H12  
14歳未満人口の差 

1～100人

100～200人

200～300人

300～400人

400人～

1～100人

100～200人

200～300人

300～400人

400人～

200人以上減少

25～199人減少

-25～25人

25～199人増加

200人以上増加

100人以上減少

25～99人減少

-25～25人

25～99人増加

100人以上増加

高齢者数は 
中心部ほど多い 

高齢者数は 
広域的に 
大きく増加 

14歳未満人口は 
市の南東部で多い 

14歳未満人口は 
市街化区域縁辺部
で増加傾向 

図 メッシュ別の 65歳以上人口及び 65歳以上人口の変化 
資料）国勢調査 
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 ②土地利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○人口増加に伴い、市街地は拡大し、豊かな自然があり比較的地価が安価な農村部まで拡大してきま

した。 

○更に、市街化調整区域での開発許可は近年、面積は横ばいであるものの、件数は大幅に増加してお

り、郊外化が進んでいます。 

S51 H21 

図 熊本市の市街地の推移 
資料）土地利用 3次メッシュデータ（S51 の市街化区域は現時点） 

建物用地は約2.4倍に拡大            

図 熊本市の開発許可の推移 
資料）熊本市資料 
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○また、現在、住宅数は世帯数を上回り増加している状況で、空き家数は増加傾向にあります。 
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（空き家数） （空き家率%）

住宅数は世帯数を上回り増加           

図 熊本市の住宅動向 
資料）H5までは熊本市住宅マスタープラン、H10～H25は住宅・土地統計調査〔H10は熊本市、旧城南町、旧植木町の合計〕 
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 ③都市交通 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○熊本都市圏では自家用車の普及に伴い、自動車分担率が増加傾向にあります。 

○一方で、公共交通の利用者数は、特に路線バスにおいて大幅に減少しており、利用者の減少とあわ

せて路線バスの約8割が赤字路線であるとともに、補助金は増加傾向にあります。 
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635
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24%
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76%

全系統数

314系統

図 熊本市の公共交通利用者数の推移 
資料）熊本市資料 

図 路線バスに係る補助金の推移及び経常収支状況 
資料）熊本市資料 

※平成 20年度から旧富合町追加、平成 22年度から旧植木

町、旧城南町追加 

※地方バス運行等特別対策補助金 

図 代表交通手段別トリップ数の推移 
資料）第 4回熊本都市圏 PT調査結果 
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約8割が赤字路線 

17.6

16.2

12.4

10.0

4.7

3.7

59.3

64.3

4.1

3.7

0.7

0.7

1.2

1.3

0.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H09

H24

徒歩 自転車 バイク 自動車 バス 市電 鉄道 その他

増加傾向 



 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○熊本市の公共交通は、南北にJR鹿児島本線、熊本駅から東方面へJR豊肥本線が運行しており、

藤崎宮前駅から合志方面へ熊本電鉄が運行し、それを市電と路線バスでカバーする体系となってい

ます。 

○路線バスに関しては、運行本数75本/日以上の利便性の高い路線が、交通センターより放射状に

運行している状況です。 

図 熊本市の公共交通体系 

交通センター 

熊本駅 

JR鹿児島本線 

JR豊肥本線 
熊本電鉄 

75 本/日以上のバス路線 
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 ④都市機能 

 

 

 

商業施設（生鮮食料品を扱う 1,000㎡以上の店舗） 医療施設（病院・診療所等） 

  

高齢者福祉施設（通所介護事業所等） 子育て支援施設（保育所・幼稚園） 

    

○商業施設を利用しやすい人は77%を占め、医療施設に関しては93%と高い状況です。 

○高齢者福祉施設、子育て支援施設に関しては約90%となっており、利用しやすい環境です。 

利用しやすい人の割合 
77.0%(H22 国勢調査) 

利用しやすい人の割合 
92.7%(H22 国勢調査) 

利用しやすい人の割合 
90.7%(H22 国勢調査) 

利用しやすい人の割合 
89.6%(H22 国勢調査) 

※65 歳以上人口で算出 ※0～5歳人口で算出 
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金融施設（銀行・信用金庫・郵便局） 参考：区役所・総合出張所・出張所 

  

公共交通（バス停は全てのバス停を対象） 公共交通（バス停は75本/日以上のバス停を対象） 

  
  

○金融施設を利用しやすい人は約90%と高い状況です。 

○公共交通は全バス停を対象とした場合は約83%をカバーしますが、75本/日以上では約49%。 

利用しやすい人の割合 
86.9%(H22 国勢調査) 

利用しやすい人の割合 
19.3%(H22 国勢調査) 

利用しやすい人の割合 
82.5%(H22 国勢調査) 

利用しやすい人の割合 
48.9%(H22 国勢調査) 

※駅・電停 500m、バス停 300m ※駅・電停 500m、バス停 300m 
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 ⑤経済活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○熊本市のみならず熊本都市圏の広域交流拠点である中心市街地の歩行者通行量は依然として減少

傾向です。 

○郊外の大型商業施設等の立地により、中心市街地への買物等依存率（勢力圏）は減少するなど、中

心市街地の求心力が低下しています。 

図 中心市街地の歩行者通行量の推移 
資料）平成 26年度商店街通行量調査結果報告書 

※平成 23年度より調査時期及び計測方法が変更 

※中心市街地内の調査地点における平日と休日の平均値 

図 中心市街地の空き店舗数推移、 
年間販売額のシェア 
資料）熊本市中心市街地活性化基本計画 

図 熊本市中心部への買物等勢力圏 
資料）第 4回熊本都市圏 PT調査結果 

大幅に減少 

熊本中心部の勢力圏が縮小 

概ね半径12km圏域 

概ね半径9km圏域 
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中心市街地以外の大規模
小売店舗の立地面積

322,296

518,993
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(H14)
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（㎡）

図 大規模小売店舗の売場面積及び年間販売額 
資料）熊本市中心市街地活性化計画、H19 年商業統計メッシュ 

大幅に増加（約160％) 

市街化区域外縁部に 
大規模小売店舗が立地し、 
販売額も中心市街地と同程度 
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 ⑥地価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○熊本市の地価は、バブル崩壊後、低下傾向となっており、特に中心市街地ではその傾向が顕著です。 

○現在の地価は中心市街地や地域拠点において高い傾向にあります。 

図 地域別の地価公示 
資料）H25 年地価公示、都道府県地価調査 

中心市街地や地域拠点ほど、
地価が高い傾向 
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注）H6～H25まで、データがそろっている地点データを対象とし、変動率は、H6を1.0とした指数の平均として算出している。

資料）地価公示、都道府県地価調査

（変動率）

図 地域別の地価の変更 
資料）地価公示、都道府県地価調査 

大幅に低下 
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 ⑦災害 

 

 

 

 

  

○大雨や台風による災害の危険性がある中、市街地にも土砂災害警戒区域等が存在します。 

図 防災危険箇所と市街化区域等の関係図 

土砂災害警戒区域等が存在 
宅地造成等規制区域が存在 

津波高3.4m より標高が 
低い地域 
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 ⑧財政 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○熊本市の歳入は自主財源が約4割を占めており、その内市税が大部分を占めています。 

○一方、歳出の方は扶助費が少子高齢化の進展等に伴い大幅に増加しているとともに、道路、橋梁、

上下水道などのインフラの維持管理費が増加しています。 

【熊本市の歳入と歳出状況】 

今後も少子高齢化・人
口減少の進展により、市
税の大幅な増加は期待
できない 

少子高齢化の進展や長
引く経済不況等による
扶助費の大幅な増加 

【昭和 58(1983)年度（30 年前）】 【平成 25(2013)年度（近年）】 
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33億円

義務的経費（517 億円）＜自主財源（544億円） 

41.2%
58.8%

市税

32.6%

使用料手数料

3.0%

諸収入（受託・収益事業収入を除く）

1.0%
その他

4.6%

国庫支出金

20.7%

県支出金

6.0%

地方交付税

12.4%

譲与税等

4.9%

市債

14.8%

961億円

30億円

88億円

自主財源
1,215億円依存財源

1,730億円

177億円

364億円

143億円
436億円

136億円

610億円

歳入総額
２，９４５億円

54.8%
15.7%

29.5%

人件費

15.8%

扶助費

28.0%

公債費

11.0%

普通建設補助

8.2%

普通建設単独

7.4%

災害復旧費

0.1%

繰出金

9.1%

物件費

9.9%

補助費等

6.8%

その他

3.7%

義務的経費
1,588億円

投資的経費
453億円

その他経費

856億円

458億円

810億円

320億円
237億円

214億円

2億円

263億円

288億円

197億円

108億円

歳出総額
２，８９７億円

義務的経費（1,588 億円）＞自主財源（1,215億円） 

扶助費…児童や高齢者、生活に困窮する人などの社会保障関係の経費 
投資的経費…道路や公園、学校などの新たな社会基盤を整備するための経費 

橋梁、上下水道などのインフラ
維持管理費の増加 
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図 国民健康保険会計の推移 
資料）熊本市資料 

増加傾向にあり、高齢者の増加に伴い今後も増加見込み 
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図 熊本市の人口動向と道路総延長・下水道総延長の関係 
資料）熊本市資料 
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 ⑨都市構造の政令市比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○熊本市は、医療施設や商業施設などの日常生活関連施設のカバー率は、政令市平均とほぼ同等であ

り、高齢者や子育て世代が利用する施設については政令市平均を上回っています。高齢者や子育て

世代にとっても比較的暮らしやすい環境であると言えます。 

○一方で、公共交通の利用が少なく、自動車への依存度が高いです。 

日常生活サービスの徒

歩圏充足率
医療施設の徒歩圏人口

カバー率

福祉施設の徒歩圏人口

カバー率

商業施設の徒歩圏人口

カバー率

基幹的公共交通の徒歩

圏人口カバー率

公共交通利便性の高い

エリアの住宅割合

公共交通機関分担率

市民一人当たり自動車

総走行台キロ

徒歩・自転車分担率

買い物時の徒歩分担率

医療機関の高齢者徒歩

圏住宅カバー率

高齢者福祉施設の高齢

人口カバー率

保育所の徒歩圏0～5歳

人口カバー率

歩道整備率

日常生活関連施設等の 
カバー率は政令市平均 

自動車への依存度が高い 

高齢者や子育て環境は 

比較的充実している 

図 熊本市の都市構造分析（政令市平均値と偏差値評価） 
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２）人口の将来見通しに関する分析 

 ①熊本市人口の将来見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○今後は、熊本市においても人口減少が予想され、30年後の平成52年には30年前の昭和60年

と同程度の人口まで減少すると予想されます。 

○年齢構成別では、本市の経済活動を支える15～64歳人口が大きく減少し、逆に65歳以上人口

が大幅に増加する見通しです。 
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図 熊本市の将来人口推計 
資料）国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所（H25.3推計） 

H52年には S60年 
程度にまで人口減少 

総人口は減少する中、 
高齢者人口は増加 
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 ②地域別（500m メッシュ）の将来人口推計 

・総人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○熊本市全体で人口減少が予想される中、市街化区域の外縁部などにおいては増加が予想される状況

であり、さらなる市街地の拡大が懸念されます。 

○一方では、中心部付近では人口減少数が大きい状況であり、まちなかの空洞化が懸念されます。 

H52 H22 
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80人/ha～

400人以上減少
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H52とH22の差 
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・0～14 歳人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○0～14歳人口は、熊本市全体で少子化が予想されています。 

○小学校の空きスペースといった既存ストックの有効活用が必要です。 

H52 H22 

H52とH22の差 
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・65 歳以上人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○65歳以上人口は、一部の地域で減少する地域も見られますが、ほとんどの地域で増加が予想され

ています。 

H52 H22 

H52とH22の差 
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【※参考：将来人口推計手法について】 

○推計手法 

 立地適正化計画策定に関して、国土交通省から将来人口予測の方法が示され、平成 22 年の 500m

メッシュの 5 階級別人口を基に、社会移動を考慮しない（完全封鎖）コーホート推計に基づき行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○生存率などのデータ整理 

 生存率に関しては、国立社会保障・人口問題研究所が公表している熊本市の生存率を活用した。 

 

○推計の考え方 

 5 歳階級別人口で人口が極少の場合、人口が「秘匿（マークは(*)）」になっているため、集計でき

ないことから、秘匿の場合は「0」とした。 

 また、平成 22 年の 500m メッシュの 5 歳階級別人口を基本人口として、平成 52 年のメッシュ別

人口を推計し合計すると、国立社会保障・人口問題研究所が公表している将来人口と一致しない為、

それらをコントロールトータルとして補正を行っている。 

 

◆封鎖人口まとめ

総数 男 女 総数 男 女
2010年 H22 752,078 352,634 399,444 734,474 0.97659285 734,474 344,380 390,094
2015年 H27 744,283 349,011 395,272 733,560 0.98559336 733,560 343,983 389,577
2020年 H32 731,403 344,896 386,507 726,499 0.99329503 726,499 342,584 383,915
2025年 H37 717,474 338,997 378,477 714,761 0.99621806 714,761 337,715 377,046
2030年 H42 700,288 331,503 368,784 699,621 0.99904787 699,621 331,188 368,433
2035年 H47 680,077 322,403 357,674 681,187 1.00163168 681,187 322,929 358,258
2040年 H52 655,247 311,307 343,940 659,133 1.00593082 659,133 313,154 345,979

※1 基本人口：H22国勢調査500mﾒｯｼｭ人口（H22国勢調査で、年齢構成が秘匿のﾒｯｼｭは推計から除外している）
※2 生存率、子ども女性比、0～4歳性比は、「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）を使用している。
※3 将来人口は、「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

補正前
将来人口

補正後
補正率

(２)-２ 人口の将来見通しに関する分析

○将来の都市構造を検討するに当たっては、対策を講ずることなく現状のまま推移した場合における将来像を想定し、都市構造
上いかなる課題が生じる恐れがあるのか、的確に分析を行うことが重要である。

○また、都市構造分析においては、人口の現状分析と将来予測を適切に行うことが極めて重要である。

○そこで、以下に人口の将来予測の一例を示すので参考にして頂きたい。

23

ⅰ)地区別にコーホー
ト推計を行いそれを
もとに将来人口を予
測する方法

i.国勢調査による地域メッシュ統計等を活用し、男女別・5歳階級別に2時点間の5年

間人口増減率を算出し、これをコーホート変化率と設定。
※1 一時的な開発等による変動誤差低減の観点から、対象メッシュを中心とした9メッシュの合計人

口増減率を対象メッシュのコーホート変化率に適用。

ii.i.で設定したコーホート変化率を、対象メッシュの男女別・5歳階級別人口に5年刻

みで推計年次に達するまで乗じていき、メッシュ毎に将来人口を推計。
iii.社人研が2040年までの値を公表している5年毎の男女別・5歳階級別将来推計人

口値等を基に市町村が設定している将来人口をコントロールトータル（※２）とし、
ii.で推計したメッシュ単位の推計結果について補正。

※2 複数の自治体にまたがる行政界のメッシュは当該メッシュにおいて面積割合最大の自治体に割

り振って行うため、社人研による推計値とここでの推計値とは、厳密な整合はとれていない。

○メッシュ別の人口増減率を考慮しており、
地区別の盛衰を反映した精緻な評価が
可能

●推計作業が煩雑
【煩雑であるが精緻な評価】

ⅱ)地区別に自然増

減のみ考慮したコー
ホート推計を行い将
来人口を予測する方
法

i. 社人研が2040年まで5年刻みで値を公表している生存率、子ども女性比、0-4歳性
比を用いて、対象メッシュの男女別・5歳階級別人口を5年刻みで計算、封鎖系人

口でコントロールトータルを実施し、推計年次に達するまで計算し、メッシュ毎に将
来人口を推計。

ii.社人研が値を公表している将来推計人口値等を基に市町村が設定している将来
人口をコントロールトータルとし、i.で推計したメッシュ単位の推計結果について補

正。

○推計作業が比較的簡便で、メッシュ別
の年齢階層別人口分布を考慮した評価
が可能

●地区別の社会移動については反映して
いない

【比較的簡易で地区別の特徴についてあ
る程度考慮した評価】

ⅲ)将来人口増減率

を均一に各地区に当
てはめ将来人口を予
測する手法

i.社人研が公表している将来推計人口などをもとに市町村が設定している将来人口

の、現在（現況人口の年次）に対する比率（人口増減率）を算出。
ii.この人口増減率をメッシュデータなどの地区別現況人口に一律に乗じることにより、

各地区の将来人口を予測。

○推計作業が最も簡便で、人口密度低下
を加味した評価が可能

●地区別の社会移動、自然増減について
反映しておらず、地区別の予測精度に
課題

【最も簡易であるが地区別の予測精度に
課題のある評価】

本資料では、今後の社会増減については見込まず、自然増減のみを考慮したⅱの手法に基づいた人口推計をおこなうこととする。
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３）課題の整理 

①人口減少・高齢社会から見た課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総人口は減少する中、高齢者人口は大幅に増加し、介護・医療費が大幅に増加することが予想され

ます。 

○高齢者単独世帯の増加が予想されるとともに、現在、高齢化率が高い地域は郊外部に多く、将来的

にはそのような地域で地域コミュニティの維持が課題となります。 

○一方、高齢者の免許保有率や外出率は増加傾向にあり、高齢者でも歩いて暮らせる環境づくりが求

められます。 

図 単独世帯の将来推移 
資料）熊本市都市政策研究所推計値 
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図 免許保有率の推移 
資料）第 4回熊本都市圏 PT調査結果 

図 外出率の推移 
資料）第 4回熊本都市圏 PT調査結果 

高齢者の免許保有率、
外出率は増加傾向 
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高齢者の移動は増加 
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②土地利用から見た課題 
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○現在、住宅数は世帯数を上回り増加している状況で、空き家数は増加傾向にある中、将来的には世

帯数が減少に転じるため、空き家の更なる増加が懸念されます。 

○推計では、市街化区域内には更に10万人以上が居住可能な状況であり、人口減少社会において、

新規開発の抑制を図りつつ既存ストックを有効活用することで市街地を適正管理することが求め

られています。 
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資料）第 4回熊本都市圏 PT調査結果  

図 市街化区域内の居住可能人口の推計値 
※現在の市街化区域内における農地面積及び空き家数（推計値）を基
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図 市街化区域の農地分布状況 
資料）平成 24年熊本市都市計画基礎調査 
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③公共交通に関する課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○モータリゼーションの進展に伴い自家用車利用者が増加する一方、公共交通利用者（特にバス利用

者）が大幅に減少し、将来的にも同様の傾向が続くものと予想されているため、このままでは公共

交通事業者の持続可能な経営が困難となり、公共交通の維持が困難な状況が予想されます。 

○また、モータリゼーションの進展は、CO2等の温室効果ガスの排出につながり、地球温暖化問題の

一要因ともなっています。 

○持続可能な公共交通の確保のためには、都市構造と一体となった公共交通体系を構築し、利用促

進・利便性向上が求められています。 
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図 熊本市のおける平均気温の推移 
資料）熊本地方気象台の観測データ 
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④経済活動に関する課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○中心市街地や地域拠点からは、多くの固定資産税・都市計画税が支払われており、市政運用上も重

要であることから、これらの地域の活力を維持することが必要です。 

○商業施設等の郊外部への無秩序な立地は、中心市街地等の活力低下を招いており、このままでは都

市そのものの活力が大きく衰退する可能性があり、中心市街地や地域拠点の活性化を含めた、メリ

ハリのある都市構造の形成が求められています。 

図 固定資産税・都市計画税の状況（平成 24年） 
資料）熊本市資料 

固定資産税・都市計画
税は、市税の約 45%を
占めている 

固定資産税・都市計画税合計の約
11%は中心市街地、約26%は 15 地
区の地域拠点が占めている 

中心市街地や地域拠点の活力維
持は市政運営上も効果的である 
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⑤市民生活の安心・安全面から見た課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○交通事故における死者数は、75歳以上の高齢者が多く関連しており、高齢者が外出時に抱える不

安も高くなっています。 

○歩行環境は、幹線道路等の一般県道以上においては歩道設置率が60%以上であるが、生活道路等

においては15％と低くなっています。 

○高齢者などが安心して暮らせる環境として、歩いて暮らせるまちの形成が求められているととも

に、居住誘導と併せた災害に強い都市づくりの形成（予防保全的な計画的土地利用誘導）が求めら

れています。 
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図 高齢者が外出時に抱える不安 
資料）第 4回熊本都市圏 PT調査結果 
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図 熊本市一般県道以上の歩道設置率 
資料）H22 道路交通センサス 
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⑥財政面から見た課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○総人口が減少する中で、生産年齢人口の減少による市税収入の減少、及び高齢者人口の増加による

社会保障関係の経費の増加が想定されます。 

○一方、道路や橋梁、下水道などのインフラ及び公共建築物の老朽化が進むにつれて、改修や更新に

必要な経費も増加します。 

○持続可能な都市経営を行っていくためには、財政面からも都市構造の効率化が必要です。 
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資料）熊本市資料 

図 市民税（個人）と総人口の推移      資料）熊本市資料 

人口は減少 



 

46 

５ 都市機能誘導区域 

１）基本的な考え方 

都市機能誘導区域とは、医療・福祉・商業等の都市機能を都市の拠点に維持集積することにより、

これらの各種サービスの効果的かつ効率的な提供を受けることが出来る区域です。 

これまで、人口増加を背景に居住や都市機能が市街地の拡大にあわせて立地してきました。この

ような拡散した市街地で人口が減少し、人口密度が低下すると、市民の生活に身近な医療・福祉・

商業等の生活サービス機能が失われてしまう恐れがあります。 

そこで、都市機能誘導区域を設定し、各種生活サービス機能を維持・集積することで、市民の日

常生活の利便性を確保するものです。 

都市機能誘導区域を設定する意義（メリット）として、誘導区域において日常生活サービスが持

続的に確保されることで、郊外部を含めた地域生活圏全体の生活利便性が確保されます。また、誘

導区域相互が利便性の高い公共交通で結ばれることにより、移動しやすく暮らしやすい多核連携都

市が形成され、都市全体の活力の向上が期待されます。 

なお、都市機能誘導区域を設定することにより、誘導区域外への誘導施設を立地する場合には、

行政への届出が必要となるものの、規制が生じるものではありません。都市機能誘導区域内に誘導

施設を立地する民間事業者は、インセンティブ（支援施策）を受けることが可能となるものです。 

区域の設定にあたっては、一定程度の都市機能が充実している範囲で、かつ、高齢者などの交通

弱者の増加が見込まれることから、徒歩や自転車などにより、それらの間が容易に移動できる範囲

で定めます。そのほか、公共交通によるアクセスの利便性が高い地域、合併前旧町の中心部など都

市の拠点となるべき区域で都市機能誘導区域を設定します。 
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２）熊本市における都市機能誘導区域の考え方 

第 2 次熊本市都市マスタープランに位置づけた中心市街地及び 15 箇所の地域拠点を基本として、

都市機能誘導区域を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料）第 2次熊本市都市マスタープラン 

【拠点における主な役割】 

 中心市街地【約 415ha】 

○ 九州中央の交流拠点都市として、本市及び熊本都市圏の社会経済活動の発展を牽引 

○ 商業・業務・芸術文化・娯楽・交流など市民に多様な都市サービスと都市の魅力、にぎわいを

提供 

○ 広域的な機能や、居住者のための身近な生活サービス機能が充実 

 地域拠点【主要な鉄軌道駅やバス停から概ね 800m圏】 

○ 商業や行政サービス、医療、福祉、教育など地域での暮らしに必要な機能が集積 

○ 中心市街地や周辺地域への公共交通等の交通が充実 

 生活拠点 

○ 日常生活に必要な商業等の生活サービスが集積 

○ 近隣住民の利用する施設が立地 

○ 徒歩や自転車でのアクセスを重視 
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３）都市機能誘導区域の設定（案） 

（１）中心市街地の区域設定 

中心市街地の区域は、２期熊本市中心市街地活性化基本計画（熊本地区）に定める区域（約 415ha）

とします。 
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（２）地域拠点の区域設定（案） 

第 2 次熊本市都市マスタープラン地域別構想において、地域拠点エリアは、次のように設定し

ています。 

 

 

 

 

 

地域拠点における都市機能誘導区域を、第 2 次熊本市都市マスタープラン地域別構想における

地域拠点の考え方を踏まえて、区域の検討案を 4 案作成しました。 

なお、地域拠点は「市街化区域内を基本とし、工業地域及び工業専用地域は除く」としているこ

とから、以下の検討案についても同様とします。 

 

表 都市機能誘導区域の区域検討案 

 区域案の考え方 区域設定の方法 

第 1案 地域拠点(800ｍ圏)の区域 
 中心ポイント（鉄軌道駅やバス停）から 800

ｍの円形を区域として設定 

第 2案 
地域拠点（800m 圏）近傍の地形地物を境

界とした区域 

 800ｍの円形近傍の道路などの地形地物に

より区域を設定 

第 3案 
地域拠点(800ｍ圏)内の商業地域及び近

隣商業地域を対象とした区域 

 800ｍの円形内の商業系用途地域（近隣商業

地域、商業地域）を対象として区域を設定 

第 4案 
地域拠点（800m 圏）周辺における用途地

域の連続性を考慮した区域 

 800ｍの円形に一団の用途地域の過半が含

まれる場合、その一団の用途地域全体を区

域として設定 

 路線的な用途地域は、上記との関連性によ

り設定 

※各案とも、市街化区域内を基本（市街化調整区域は除く）とし、工業地域及び工業専用地域は除く 

 

上記の検討案について、「健軍地区」を例として、区域図を作成 

 

日常生活において多くの人が集まる場所付近で、交通の要衝となるポイントである鉄軌道駅や

バス停（中心ポイント）から、概ね半径 800ｍ圏 

（概ね徒歩 10 分圏で、徒歩及び自転車を主な交通手段とするエリア） 

※市街化区域内を基本とし、工業地域及び工業専用地域は除き、地形・地物を考慮する 
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【第１案】 

 

【第２案】 

 

【第３案】 

 

【第４案】 
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（３）区域案の比較 

作成した区域案について、区域設定の基本的な考え方である以下２項目を基本として、総合的に

判断する。 

 

項目①：一定程度の都市機能が充実しやすい範囲か 

     （都市機能を集積するための種地があるか） 

項目②：概ね徒歩 10分圏で、徒歩及び自転車を主な交通手段とする範囲か（800ｍ圏との整合） 

 

 
項目① 

優位性 

項目② 

優位性 
考察 市の案 

第 1案 Ⅰ Ⅰ  概ね徒歩 10分圏 ★ 

第 2案 Ⅰ Ⅰ 
 概ね徒歩 10分圏内に誘導区域に入らない区域が出てくる 

 概ね徒歩 10分圏外で誘導区域に入る区域が出てくる 
 

第 3 案 Ⅳ Ⅰ 

 概ね徒歩 10分圏内 

 区域が狭く一定程度の都市機能が充実しにくい 

（新たな都市機能が立地する種地が少ない） 

 

第 4 案 Ⅰ Ⅳ 

 概ね徒歩 10 分圏内に誘導区域に入らない区域が大きく出て

くる 

 概ね徒歩 10分圏外で誘導区域に入る区域が大きく出てくる 

 

 

●共通課題 

・市電沿線のような、既存の都市機能集積地域が入らない。 

・拠点間に囲まれる又は挟まれるような、既存の都市機能集積地域が入らない。 
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６ 誘導施設 

１）基本的な考え方 

誘導施設は、都市機能誘導区域ごとに設定する立地を維持集積すべき都市機能増進施設※です。 

※居住者の共同の福祉や利便性の向上を図るために必要な施設であって、都市機能の増進に 

著しく寄与する施設 

居住者の共同の福祉や利便性の向上を図る観点から、誘導施設として定める施設は、次のような

施設が想定されます。 

【事例】※都市計画運用指針を抜粋 

◆高齢化の中で必要性が高まる施設 ・病院、診療所等の医療施設 

・老人デーサービスセンター等の社会福祉施設 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・地域包括支援センター など 

◆子育て世代にとって居住場所を決める際に

重要な要素となる施設 

・幼稚園や保育所等の子育て支援施設 

・小学校等の教育施設 など 

◆集客力がありまちの賑わいを生みだす施設 ・図書館、博物館等の文化施設 

・スーパーマーケット等の商業施設 など 

◆公共施設 ・窓口機能を有する市役所支所等の行政施設 

 など 

 

２）熊本市における誘導施設の考え方 

第 2 次熊本市都市マスタープラン地域別構想において示された地域拠点に求められる都市機能

及び高齢者等への福祉施設や子育て世代に必要な保育施設、その他図書館など幅広い世代が必要と

する施設を基本とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【地域拠点に求められる都市機能】 

 地域拠点は地域生活圏の生活を支えるため、一定以上の都市機能の集積が必要 

（地域拠点に求められる都市機能） 

公共機能 
住民票などの関係証明書が入手可能な行政サービス施設（区役所、総合出張

所、出張所等） 

商業機能 生鮮食料を取り扱う、延床面積1,000㎡以上の商業施設又は商店街等 

金融機能 郵便局及び地方銀行等 

医療機能 日常的な医療（病院・一般診療所・歯科診療所 ※） 

公共交通機能 鉄軌道駅及び利便性の高いバス停 
 

上記のほか、高齢者等への福祉施設や子育て世代に必要な保育施設、医療施設、その他、図

書館・体育施設・公園・コミュニティセンターなど、幅広い世代が必要とする様々な都市機

能も地域拠点に求められるべき都市機能です。 
 

資料）第 2次熊本市都市マスタープラン地域別構想 
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３）誘導施設の整理 

① 誘導施設候補 

市政アンケート調査の結果から、日常生活サービスとして求める商業施設、医療施設、金融施設

は、誘導施設の候補とします。そのほか幅広い世代にとっての暮らしやすさを実現する観点から、

高齢者福祉施設、児童福祉施設、公共施設、教育文化施設についても誘導施設の候補とします。 
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② 誘導施設の配置の考え方 
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４）誘導施設の設定 
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７ 都市の居住者の居住を誘導すべき区域（居住誘導区域） 

１）基本的な考え方 

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、

生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を維持集積すべき区域です。 

居住誘導区域を設定する区域は、以下が考えられます。 

・都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺の区域 

・都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができ、都市

の中心拠点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域 

・合併前の旧町の中心部など都市機能や居住が一定程度集積している区域 

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することを目的

としていることから、人口減少が見込まれる都市においては、現在の市街化区域全域を居住誘導区

域として設定すべきではなく、さらに、災害リスクが高い区域や工業系用途地域など居住の誘導を

図るべきではない区域に対しても設定すべきではないとされています。 

 

２）熊本市における居住誘導区域の考え方 

居住誘導区域は、第 2次熊本市都市マスタープラン地域別構想において示された居住促進エリア

の考え方を基本とします。 

ただし、災害リスクが高い区域として、下記に示す区域については、居住誘導区域を設定しない

こととします。 

○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に規定する土砂災害警

戒区域・土砂災害特別警戒区域 

○地すべり等防止法に規定する地すべり防止区域 

○急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に規定する急傾斜地崩壊危険区域 

 ○災害危険区域（居住の用に供する建築物の建築が禁止されている区域） 

その他、津波災害警戒区域等、都市計画運用指針において災害リスクが高い地域として示される

区域については、その区域指定の都度、居住誘導区域からの除外を検討するものとします。 

また、「熊本都市圏交通マスタープラン」において検討される基幹公共交通軸や、「地域公共交通

網形成計画及び実施計画」において検討されるバス路線網の再編・公共交通サービス水準等との整

合を図り、必要に応じて新たにサービス水準を満足する公共交通沿線、または、都市マスタープラ

ンに示すサービス水準に満たない公共交通沿線であっても、その性質上、居住誘導区域として設定

が必要と考えられる公共交通沿線については、適時、柔軟に居住誘導区域の設定を検討するものと

します。 
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【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）第 2次熊本市都市マスタープラン地域別構想 

【居住促進エリアの考え方】 

 中心市街地及び地域拠点 

中心市街地及び地域拠点は、多様な都市機能（施設）の集積を目指すとともに、歩行者等に対して良好な環境

を提供する生活利便性が高い地域のため、居住機能の集積を図ります。 

○中心市街地 →約 415ha 

○地域拠点  →概ね 800ｍ圏※ 

※市街化区域内を基本とし、工業地域及び工業専用地域は除き、地形・地物を考慮する 

 公共交通軸沿線 

下記のとおり居住促進を図る公共交通軸を設定します。設定にあたっては、公共交通が持つ性質や特性を考慮

し、利便性が高くて利用しやすい公共交通を設定しました。 

○全ての鉄軌道（ＪＲ、市電、熊本電鉄） 

→ 輸送力、速達性、定時性、広域性に優れた公共交通 

○運行本数 75 本/日以上のバス路線 

 （熊本市公共交通グランドデザインにおける幹線バス路線は含むものとする） 

 → 運行頻度が高い公共交通 

 居住促進エリアの設定 

○鉄道駅・市電電停 ⇒ 概ね半径 500m 圏 

○バス停      ⇒ 概ね半径 300m 圏 

※市街化区域内を基本とし、工業地域及び工業専用地域は除き、地形・地物を考慮する 

【災害リスクが高い区域】 

 原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域 

○ 土砂災害特別警戒区域 

○ 津波災害特別警戒区域 

○ 災害危険区域（建築基準法第三十九条第一項に規定する災害危険区域のうち、同条第二項の規定

に基づく条例により住居の用に供する建築物の建築が禁止されている区域を除く） 

○ 地すべり等防止法（昭和 33年法律第 30号）第 3条第 1項に規定する地すべり防止区域 

○ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第 57号）第 3条第 1項に規定す

る急傾斜地崩壊危険区域 

 原則として、災害リスク、警戒避難体制の整備状況、災害を防止し、又は軽減するための施

設の整備状況や整備の見込み等を総合的に勘案し、居住を誘導することが適当ではないと判

断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域 

○ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第6条第1項に規定する土砂

災害警戒区域 

○ 津波防災地域づくりに関する法律第 53条第 1項に規定する津波災害警戒区域 

○ 水防法（昭和 24年法律第 193 号）第 14条第 1項に規定する浸水想定区域 

○ 特定都市河川浸水被害対策法（平成 15年法律第 77号）第 32条第 1項に規定する都市洪水想定

区域及び同条第 2項に規定する都市浸水想定区域 

○ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第4条第1項に規定する基礎

調査、津波防災地域づくりに関する法律第 8条第 1項に規定する津波浸水想定における浸水の区

域及びその他の調査結果等により判明した災害の発生の恐れのある区域 

資料）都市計画運用指針 
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■望まれる公共交通利用について 

市政アンケートでは、「施設が充実した地域」「公共交通の利便性が高い地域」が住みたい地域と

して高く評価されています。 

また、徒歩で自宅から公共交通機関まで行く際に許容できる時間は、長い順に鉄道駅＞電停＞バ

ス停であり、バスの運行間隔は、急いでいる時（ピーク時）は 10 分間隔以内で 8割が許容し、急

いでいない時は 15 分間隔以内で 8割が許容されています。 

 

【路線バス】 

路線バスに関しては、公共交通基本条例制定にあ

たり実施された「公共交通利用者アンケート調査」

から、公共交通利用者がバス停等を利用する際に利

用しやすいと感じる距離をもとに、概ね 300m 圏を

居住促進エリアとして設定しました。 

 バス停までの距離が概ね 300m は、年代によっ

て大きな違いも見られず、一般の人のみならず、高

齢者の人も利用しやすい環境となっています。 

 

【鉄道（JR・熊本電鉄）】 

鉄道に関しては、路線バスと比較して定時性や輸送力に優れることから、バス停よりも広域な勢

力圏として、概ね 500m 圏と設定しました。 

 

【軌道（市電）】 

軌道に関しては専用の軌道レーンを有しており、路線バスと比較しても運行頻度が比較的高いと

ともに、中心市街地や地域拠点など重要な市街地内を運行していることから、鉄道と同様に、概ね

500ｍ圏と設定しました。 

 ※一般の人の歩行速度 80m/分、高齢者の人の歩行速度を 60m/分とした場合、500m は一般の人が

約 6 分、高齢者が約 8 分になります。 
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資料）第１回公共交通基本条例部会 
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【転居先の場所を選択する際の駅・電停及びバス停までの徒歩時間】 

 ○市民の方々が転居先の場所を選択する際に重要視する項目として、「駅・電停までの距離」・「バ

ス停までの距離」を「重視する・やや重視する」と回答した人の徒歩時間は、10 分以内が８～9

割となっています。 

 ○そのうち「重視する」と回答した人の平均所要時間は、駅・電停までが 8.6 分、バス停までが

6.7 分となっており、【鉄軌道 500ｍ圏：一般の人で約 6 分、高齢者で約 8 分】と【バス停 300

ｍ圏：一般の人で約 4 分、高齢者で約 5 分】はその距離帯（時間帯）に含まれるため、概ね妥

当と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【運行本数】 

市政アンケート結果を踏まえ、望まれる運行本数を算出しました。 

・「急いでいる」ときの全体合計における平均運行本数は約 5.7 本/時=6 本/時。 

・「急いでいない」ときの全体合計における平均運行本数は約 3.9 本/時=4 本/時。 

上記を基に、バスの運行時間帯を 6～22 時台と設定し、急いているとき（ピーク時）を 7～8 時

台、17～18 時台で 6 本/時、急いでいないおき（オフピーク時）をその他時間帯で 4 本/時とした

場合、1 日あたりの運行本数は 76 本/日となります。 
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資料）第４回熊本都市圏 PT 調査結果 

時間帯

(時台)

運行本数

(本/時)

時間帯

(時台)

運行本数

(本/時)

20 21 22 合計

4 4 4 76

4 4 4 6 6 4

18 19

4 6 6 4 4 4 4 4

12 13 14 15 16 176 7 8 9 10 11
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３）居住誘導区域の設定 

 

  



 

61 

８ 誘導するための具体的施策 

１）誘導施設を都市機能誘導区域内に誘導するために講ずる措置 

 

２）居住を誘導するために講ずる措置 

 

 

 

９ 目標値の設定 

 

 

 

１０ 施策達成状況に関する評価方法 

 

 

 


